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43 広域行政・地域連携の充実

総務課 0285-83-8106

企画課､安全安心課､健康増進課､国保年金課､商工観光課､環境課､建設課､学校教育課､生涯学習課､都市計画課

市民、地域連携をしている自治体

20 21 22 23 24 25 26 26

人口 人 83,392 82,997 82,584 82,136 81,511 80,929 80,698 85,500

７５歳以上の高齢者 人 7,917 8,133 8,319 8,383 8,540 8,554 8,652 8,704

・広域行政・地域連携により、対象となる市民に効率的かつ利便性のある行政サービス
の提供を図る。

・芳賀地区広域行政事務組合、栃木県後期高齢者医療広域連合及び他地域との連携による
、真岡市以外の行政サービスの事務数でみる。
　なお、芳賀地区広域行政事務組合により共同処理している行政サービスに関する成果指
標の実績値は、平成19年度までは、消防、救急医療、し尿処理、斎場、教育、公設市場の
６事務と、旧二宮町との一部事務組合で、平成21年３月22日まで運営を行っていたごみ処
理事務の計７件であったが、平成21年度からは、市勢発展長期計画の施策の成果目標に基
づき、芳賀地区広域行政事務組合規約で規定している事務の数に変更した。
※続きは「補足事項」欄に記入

20 21 22 23 24 25 26
26

芳賀地区広域行政事務組合により
共同処理している行政サービス
の数

件 16 17 17 17 17 17 18 17

栃木県後期高齢者医療広域連合に
より共同処理している行政サー
ビスの数

件 5 5 5 5 5 5 5 5

相互協力ができている行
政サービスの数

件 3 3 3 3 3 3 3 3

栃木県市町村総合事務組合により
共同処理している行政サービス
の数

件 4 4 4 4 4 4 5 4

　将来、環境対策や福祉対策など、一つの市町村では対応が困難になってくる行政分野に
おいて、広域行政・地域連携を推進し、構成あるいは連携市町村相互の行政効率を高める
必要性が予想されるが、その計画、運営にあたっては、住民等の参加を求め、地域の合意
形成を図る。



    年度の
評価結果

1. 施策の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）
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（1）施策成果の時系列比較（過去３年間の比較）　　行政サービスの一層の専門化や高
度化が求められ、広域的な視点から連携・調整して行政を進めていくことが必要となっ
ている。
　特に、広域ごみ処理施設(芳賀地区エコステーション)は、平成26年4月から本格稼働
を行っており、芳賀地区最終処分場は、平成28年度稼働に向けて整備を進めている。
（2）近隣他市との比較　　少子高齢化の進行、日常生活圏の拡大・広域化、効率的な行
政運営への要請など、市町村を取り巻く環境は大きく変化している。このような状況に
的確に対応し、市民サービスの向上に努めていくためには、単独で行うよりも、近隣の
市町村同士が連携・協力して行う方が、効率的なサービス提供が行えるものについては
、広域的に対応していく必要がある。
　このようなことから、栃木県内には、芳賀地区広域行政事務組合の他、那須地区広域
行政事務組合、小山広域保健衛生組合など１７の一部事務組合があり、それぞれの施策を
遂行している。
　なお、共同処理している事務数は、芳賀地区行政事務組合が１８、那須地区広域行政事
務組合が１２、南那須地区広域行政事務組合が９の順となっている。
（3）住民期待水準との比較
　市民意向調査では、市内で救急車や救急病院を利用したことがある方のうち、76.8％の
方が満足しているという、高い結果が示されている。　　
　
【広域行政：18事務】
・１市４町で共同処理している芳賀地区広域行政事務組合の事務には、広域市町村圏計画
の策定を始めとして、消防、し尿処理、斎場、救急医療、教育、公設市場、ごみ処理施設
建設に関する事務等18件がある。芳賀地区広域行政事務組合を組織する１市４町の人口は
144,445人（27年4月1日現在、県人口推計結果）で、面積は563.84平方ｋｍであり、本
市はその人口の55.2％を、その面積の29.7％を占める。
・芳賀地方の広域行政のために、県が１億円、１市５町で９億円(真岡市297,896千円、
旧二宮118,236千円）の合わせて10億円の出資金で、「ふるさと市町村圏基金」を設置し
、これを原資として、真岡線ＳＬ運行事業や観光ＰＲ事業などを支援している。

【後期高齢者医療広域連合：５事務】
・県内の全市町で組織する栃木県後期高齢者医療広域連合が共同処理を行っている事務は
、被保険者の資格管理に関する事務、医療給付、保険料の賦課、保健事業、その他後期高
齢者医療制度の施行に関する事務の計５件である。

【地域連携：３事務】
・地域連携に関する事務は、防災関係の協定（県内全市町、埼玉県桶川市、新潟県阿賀野
市、全国報徳研究市町村協議会加盟市町村(17市町村)）、施設の広域利用（栃木県央地区で
の図書館、スポーツ・レクリエーション施設、保育所等）、真岡線沿線２市４町による
ＳＬ運行事業に関する事務である。

【栃木県市町村総合事務組合：５事務】
・県内の全市町及び一部事務組合で組織する栃木県市町村総合事務組合が共同処理を行っ
ている事務は、非常勤消防団員等に係る損害補償、常勤職員の退職手当、非常勤職員の
公務災害、学校医・学校歯科医の公務災害補償、栃木県自治会館の設置・管理及び運営に
関する事務である。



    年度の
評価結果

2. 施策の成果実績に対してのこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括
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【広域行政】
・広域ごみ処理施設（芳賀地区エコステーション）は、平成26年４月からの本格稼動を
行っている。
　また、芳賀地区最終処分場は、平成２８年度稼働に向けて整備を進めている。
・平成26年4月1日より移動系防災行政無線設備のうち、統制局設置及び基地局設備の
整備及び管理に関する事務が追加となり、行政サービスの事務数が18件となった。
・平成26年１月に芳賀地区循環型社会形成推進地域計画（平成26年度～30年度）を策定
し、平成26年12月に一部変更を行った。
・平成25年度に芳賀地区観光推進協議会が組織され、広域的な観光ＰＲと誘客を図っ
ている。

【地域連携】
・真岡線利用促進策として、各沿線自治体で高齢者による真岡線を利用しての施設の相互
利用を行うとともに、幼稚園や小学校の真岡線利用に交付金を支給し利用促進を図って
いる。
・沿線のイメージアップや観光振興を図るため、真岡線沿線自治体２市４町の共同による
ＳＬ運行事業と関連イベント等を行った。
・市町村消防の広域化を検討するため、栃木県消防広域化協議会事務局が設置され、平
成21年度から県内各消防本部の内から職員が派遣されているが、その協議については
、平成24年度から一時休止している。しかし、消防救急無線のデジタル化については、
移行期限（平成28年５月31日）があるため、継続して協議がなされ、県域を１ブロッ
クとした無線の広域化・共同化を図るため共同で整備することで進められている。　
・真岡市適応指導教室（もおかライブリー教室：学校へ登校できない児童生徒のための教室
）を設置し、市内の小中学生のほか、芳賀郡内の小中学生も通級できる体制を整えてい
る。
・こども発達支援センター「ひまわり園」（社会福祉協議会に運営委託）で、芳賀郡内他
町から通所者を受け入れている（26年度10人）
・芳賀郡内の障がい者に対する適切な福祉サービスの利用支援や、就労・生活相談を行う
ため、芳賀地区障害児者相談支援センター（真岡市総合福祉保健センター内に設置）に業務
委託し、障がい者相談支援事業を実施している。（26年度：相談員数3人、延べ相談件数
1,875件）



    年度の
評価結果

3. 施策の課題認識と改革改善の方向
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・芳賀地区エコステーションの適切な運営管理と、芳賀町地内に建設を計画している
芳賀地区最終処分場の平成28年度稼動に向け支援していく。

・後期高齢者医療制度については、関係機関と密接に連携を図り、適切に対応していく

・芳賀地方広域圏内の１市４町あるいは真岡線沿線２市４町が連携し、それぞれの市町の
観光資源を活用した広域的な観光施策の推進を図る。



■ 補足事項

※「成果指標設定の考え方及び指標の把握方法」の補足説明（続き）
・相互協力ができている行政サービスの数の実績値は、平成１９年度までは他市町との「防災協定」と、
「図書館」、「スポーツ・レクリエーション施設」、「保育所」、「老人憩いの家の施設」相互利用の
５件としていたが、平成20年度からは市勢発展長期計画の施策の成果目標に基づき、行政サービスの
対象を「防災協定」、「施設の広域利用」、「ＳＬ運行」の３件に変更した。


